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※令和2年国勢調査における年齢別人口構成及び産業別人口構成における各人口の数値については、集計結果（原数値）に含まれる｢不詳｣をあん分等によって補完した｢不詳補完値｣を記載しているため、

　 平成22年及び平成27年と算出方法が異なっている。

（対象年度：令和5年度）

◆ヒアリング等の結果概要

債務償還能力

都道府県名 団体名

北海道 斜里町

財政力指数 0.33 標準財政規模（百万円） 6,114

住民基本台帳人口（人） 10,694 職員数(人) 145

面積（K㎡) 737.13 人口千人当たり職員数(人) 13.6

積立低水準 収支低水準 該当なし ✔

【要因】 【要因】 【要因】

建設投資目的の取崩し 地方税の減少

債務負担行為に基づく
支出予定額 資金繰り目的の取崩し 人件費の増加

公営企業会計等の
資金不足額 積立原資が低水準 物件費の増加

土地開発公社に係る
普通会計の負担見込額 その他 扶助費の増加

第三セクター等に係る
普通会計の負担見込額 補助費等・繰出金の増加

その他 その他

実質的
な債務

その他

債務高水準

建設債

(単位：人）

H22年 13,045 1,535 11.8% 8,070 61.9% 3,440 26.4% 1,478 21.2% 1,340 19.2% 4,149 59.6%

H27年 12,231 1,426 11.7% 7,139 58.4% 3,666 30.0% 1,461 22.2% 1,240 18.9% 3,877 58.9%

R2年 11,418 1,337 11.7% 6,239 54.6% 3,842 33.6% 1,385 22.7% 1,027 16.8% 3,689 60.5%

調査年 総人口

年齢別人口構成 産業別人口構成

年少
人口

(15歳未満)
構成比

生産年齢
人口

(15歳～64歳)
構成比

老年
人口

(65歳以上)
構成比構成比

第一次
産業

就業人口
構成比

第二次
産業

就業人口
構成比

第三次
産業

就業人口

全国平均

北海道平均
R2年

11.9% 59.5% 28.6% 3.2% 23.4% 73.4%

10.7% 57.2% 32.1% 6.3% 16.9% 76.8%

財務状況把握の結果概要 北海道財務局北見出張所財務課

◆対象団体

◆基本情報
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◆国勢調査情報

資金繰り状況
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　※各数値は、いずれも計数補正後のもの（補正内容詳細は「●計数補正」ご参照） ※平均値は、いずれもR5年度

## ##

※１．各項目の平均値は小数点第2位で四捨五入したものである。

　 ２．グラフ中の｢類似団体平均｣の類型区分については、R5年度における類型区分である。

　 ３．各項目の平均値は、各団体のR5年度計数を単純平均したものである。

　 ４．債務償還可能年数について、分子（実質債務）が0以下となる場合は「0.0年」を表示する。分子（実質債務）が0より大きく、かつ分母（行政経常収支）が0以下となる場合は空白で表示する。
 　５．債務償還可能年数における平均値の算出について、分子（実質債務）がマイナスの場合は「0（年）」として単純平均している。
　　　また、分母（行政経常収支）がマイナスの場合は集計対象から除外とするが、分子（実質債務）及び分母（行政経常収支）が共にマイナスの場合は「0（年）」として単純平均している。
　　　なお、債務償還可能年数が100年以上の団体は集計対象から除外している。
 　６．実質債務月収倍率における平均値の算出について、分子（実質債務）がマイナスの場合は「0（月）」として単純平均している。

（R5年度） 斜里町 全国平均 類似団体平均

斜里町 全国平均 類似団体平均

斜里町 全国平均 類似団体平均

◆財務指標の経年推移
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（単位：年）

（単位：％）

健全化判断比率 斜里町  早期健全化基準  財政再生基準

実質赤字比率 - 14.39% 20.00% 

連結実質赤字比率 - 19.39% 30.00% 

実質公債費比率 11.4% 25.0% 35.0% 

将来負担比率 42.1% 350.0% -

債務償還可能年数 10.5年 7.5年 5.4年 5.3年 4.4年

実質債務月収倍率 17.7月 16.7月 12.9月 11.9月 10.7月

積立金等月収倍率 3.6月 3.7月 4.2月 4.9月 5.6月

行政経常収支率 13.9% 18.4% 19.9% 18.5% 20.0%

R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
（参考）

北海道
平均値

5.7年 4.8年 6.5年

6.2月 5.9月 7.4月

7.2月 7.7月 8.2月

10.2% 12.5% 12.1%

類似団体
平均値

全国
平均値

類似団体区分

町村Ⅲ－０

基礎的財政収支（プライマリー・バランス）５か年推移

斜里町

※ 基礎的財政収支 ＝{歳入－（地方債＋繰越金＋基金取崩）}
－{歳出－（公債費＋基金積立）}

※ 基金は財政調整基金及び減債基金
（基金積立には決算剰余金処分による積立額を含まない。）

斜里町 全国平均 類似団体平均
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◆行政キャッシュフロー計算書
　 (百万円）

構成比 構成比

■行政活動の部■

　地方税 2,036 1,899 1,824 1,897 1,934 23.2% 1,450 17.0%

　地方譲与税・交付金 452 482 617 524 528 6.3% 483 5.7%

　地方交付税 3,356 3,519 3,992 4,065 4,234 50.7% 4,079 47.9%

　国（県）支出金等 761 1,120 1,644 1,341 1,126 13.5% 1,639 19.3%

　分担金及び負担金・寄附金 17 25 48 110 174 2.1% 624 7.3%

　使用料・手数料 240 216 212 203 208 2.5% 148 1.7%

　事業等収入 129 137 133 111 139 1.7% 88 1.0%

行政経常収入 6,991 7,398 8,472 8,251 8,343 100.0% 8,511 100.0%

　人件費 1,191 1,435 1,452 1,491 1,494 17.9% 1,475 17.3%

　物件費 1,550 1,259 1,404 1,529 1,578 18.9% 1,915 22.5%

　維持補修費 207 202 234 227 234 2.8% 163 1.9%

　扶助費 748 689 965 782 851 10.2% 1,229 14.4%

　補助費等 1,506 1,609 1,977 1,930 1,736 20.8% 2,013 23.6%

　繰出金（建設費以外） 786 814 731 742 756 9.1% 816 9.6%

　支払利息 29 25 22 20 22 0.3% 30 0.4%

　（うち一時借入金利息） (1) (1) (0) (0) (0) (0)

行政経常支出 6,017 6,033 6,784 6,721 6,671 80.0% 7,641 89.8%

行政経常収支 975 1,364 1,688 1,529 1,672 20.0% 870 10.2%

　特別収入 27 1,161 40 24 23 195

　特別支出 － 1,138 16 － － 178

行政収支（A） 1,001 1,388 1,711 1,554 1,695 887

■投資活動の部■

　国（県）支出金 564 761 382 348 644 65.9% 413 31.1%

　分担金及び負担金・寄附金 94 92 0 0 182 18.6% 425 32.1%

　財産売払収入 108 49 29 21 38 3.8% 25 1.9%

　貸付金回収 45 23 21 14 12 1.2% 32 2.4%

　基金取崩 122 87 79 77 103 10.5% 432 32.6%

投資収入 932 1,011 594 586 978 100.0% 1,327 100.0%

　普通建設事業費 2,089 2,446 1,294 1,376 1,909 195.2% 1,557 117.4%

　繰出金（建設費） － － － － － 0.0% 7 0.5%

　投資及び出資金 0 0 0 0 0 0.0% 47 3.5%

　貸付金 32 75 10 13 14 1.4% 38 2.9%

　基金積立 150 153 179 206 215 22.0% 633 47.7%

投資支出 2,272 2,673 1,483 1,596 2,138 218.7% 2,282 172.0%

投資収支 ▲1,341 ▲1,662 ▲889 ▲1,010 ▲1,160 ▲118.7% ▲955 ▲72.0%

■財務活動の部■

　地方債 1,240 1,422 774 716 923 100.0% 1,006 100.0%

  （うち臨財債等） (202) (198) (193) (75) (34) (25)

  翌年度繰上充用金 － － － － － 0.0% － 0.0%

財務収入 1,240 1,422 774 716 923 100.0% 1,006 100.0%

　元金償還額 1,042 1,040 1,117 1,082 1,054 114.2% 991 98.5%

　（うち臨財債等） (320) (336) (343) (351) (330) (308)

　前年度繰上充用金 － － － － － 0.0% － 0.0%

財務支出（B) 1,042 1,040 1,117 1,082 1,054 114.2% 991 98.5%

財務収支 198 381 ▲344 ▲366 ▲131 ▲14.2% 15 1.5%

収支合計 ▲141 107 478 177 403 ▲53

償還後行政収支（A-B) ▲40 348 594 472 641 ▲104

■参考■

実質債務 10,316 10,347 9,177 8,237 7,468 4,033

（うち地方債現在高） (11,775) (12,157) (11,813) (11,447) (11,316) (9,176)

積立金等残高 2,150 2,324 3,002 3,410 3,958 5,184

※１．類似団体平均値は、各団体のR５年度計数を単純平均したものである。

2．各数値は、いずれも計数補正後のもの（補正内容詳細は「●計数補正」ご参照）

類似団体平均値
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②フロー面（償還原資の獲得状況（＝経常的な資金繰りの余裕度））
　償還原資の獲得状況を示す行政経常収支率は、令和5年度では20.0％と当方の診断基準（10％）を上回っ
ていることから、収支低水準の状況にはない。なお、令和5年度の行政経常収支率20.0％は、類似団体平均
10.2％と比較すると上回っている。

※債務償還可能年数
　令和5年度の債務償還可能年数4.4年は、当方の診断基準（15年）を下回っている。
なお、令和5年度の債務償還可能年数4.4年は、類似団体平均5.7年と比較すると下回っている。

◆ヒアリングを踏まえた総合評価

１．債務償還能力について

　債務償還能力の評価については、債務償還可能年数及び債務償還可能年数を構成する実質債務月収倍率と行政経
常収支率を利用して、ストック面（債務の水準）及びフロー面（償還原資の獲得状況）の両面から行っている。

【診断結果】
　債務償還能力は、留意すべき状況にはないと考えられる。

①ストック面（債務の水準）
　債務の水準を示す実質債務月収倍率は、令和5年度（診断対象年度）では10.7月と当方の診断基準（18月）
を下回っていることから、債務高水準の状況にはない。なお、令和5年度の実質債務月収倍率10.7月は、類似
団体平均6.2月と比較すると上回っている。

２．資金繰り状況について

　資金繰り状況の評価については、積立金等月収倍率と行政経常収支率を利用して、ストック面（資金繰り余力としての
積立金等の水準）及びフロー面（経常的な資金繰りの余裕度）の両面から行っている。

【診断結果】
　資金繰り状況は、留意すべき状況にはないと考えられる。

①ストック面（資金繰り余力としての積立金等の水準）
　資金繰り余力の水準を示す積立金等月収倍率は、令和5年度では5.6月と当方の診断基準（3月）を上回って
いることから、積立低水準の状況にはない。なお、令和5年度の積立金等月収倍率5.6月は、類似団体平均7.2
月と比較すると下回っている。

②フロー面（経常的な資金繰りの余裕度）
　　「１．債務償還能力について　②フロー面」に記載のとおり、収支低水準の状況にはない。

斜里町

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度
類似団体平均値

（R5年度）

債務償還可能年数 9.5年 8.2年 7.0年 8.5年 9.6年 10.5年 7.5年 5.4年 5.3年 4.4年 5.7年

実質債務月収倍率 18.2月 17.6月 16.3月 16.9月 17.2月 17.7月 16.7月 12.9月 11.9月 10.7月 6.2月

積立金等月収倍率 4.5月 4.4月 4.3月 4.2月 3.9月 3.6月 3.7月 4.2月 4.9月 5.6月 7.2月

行政経常収支率 15.8％ 17.6％ 19.3％ 16.5％ 14.9％ 13.9％ 18.4％ 19.9％ 18.5％ 20.0％ 10.2％

財務上の留意点

●財務指標の経年推移

※「参考1　診断基準」のとおり、債務高水準、積立低水準、収支低水準となっている場合は、赤色で表示。
　 診断基準には、該当しないものの、診断基準の定義②のうち一つの指標に該当している場合は、黄色で表示。

参考１　診断基準 　参考２　財務指標の算式

定義 　・債務償還可能年数＝実質債務／行政経常収支
　・実質債務月収倍率＝実質債務／（行政経常収入／12）
　・積立金等月収倍率＝積立金等／（行政経常収入／12）
　・行政経常収支率＝行政経常収支／行政経常収入

　※実質債務＝地方債現在高＋有利子負債相当額－積立金等
　　有利子負債相当額＝債務負担行為支出予定額＋公営企業会計等資金不足額等
　　積立金等＝現金預金＋その他特定目的基金
　　現金預金＝歳計現金＋財政調整基金＋減債基金

債務高水準
①実質債務月収倍率24か月以上

②実質債務月収倍率18か月以上かつ
　債務償還可能年数15年以上

積立低水準
①積立金等月収倍率1か月未満

②積立金等月収倍率3か月未満かつ
　行政経常収支率10%未満

収支低水準
①行政経常収支率0%以下

②行政経常収支率10%未満かつ
　債務償還可能年数15年以上
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【収支系統】

３．財務の健全性等に関する事項

【債務系統】

　実質債務月収倍率が当方の診断基準（18月）を下回っていることから、債務高水準となっていない。主に、令和１年度及
び令和2年度を除き地方債発行額が元金償還額を下回っていることにより、地方債現在高が減少傾向にあることに加え、
【積立系統】に記載のとおり積立金等残高が増加推移していることから、実質債務が減少傾向にあるためと考えられる。

【積立系統】

　積立金等月収倍率が当方の診断基準（3月）を上回っていることから、積立低水準となっていない。主に、【収支系統】に
記載のとおり積立原資となる行政経常収支が一定に確保されていたことを背景に、将来の設備投資や収支不足等に備
え計画的に積立てが行われたことから、積立金等残高が増加推移となっているためと考えられる。

　行政経常収支率が当方の診断基準（10％）を上回っていることから、収支低水準となっていない。主に、地方交付税や
寄附金の増加等により行政経常収入が増加傾向にあったことで、一定の行政経常収支が確保されているためと考えられ
る。

斜里町
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【今後の見通し】

●収支計画の名称、策定年度、計画期間
計画名：斜里町中期財政計画
策定年度：令和6年度
計画期間：令和7年度～令和11年度

●前提条件
　当該収支計画は「経常的な収入」及び「経常的な支出」をベースにしており、将来における財務指標の算出ができない。
そのため、中期財政計画の最終年度である令和11年度の見通しについて、ヒアリングにより確認した。

●令和11年度の見通し
・地方債現在高は、広域中間処理施設整備事業や国保病院改築事業といった大型事業に伴う地方債発行額の増加が
　見込まれることから、増加する見通しである。
・積立金等残高は大型建設事業に係る取崩により減少する見通しである。
・実質債務は、上記のとおり地方債現在高が増加する一方、積立金等残高が減少する見通しであることから、
　増加する見通しである。
・行政経常収入は、地方交付税、地方税が増加することから増加の見通しである。
・行政経常支出は、主に物価上昇等により増加する見通しである。
・行政経常収支は、行政経常収入と行政経常支出が増加する見通しであるものの、支出の増加幅が収入の増加幅を
　上回るため、減少する見通しである。

斜里町
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①今後の財政運営について
　貴町の財政状況について、債務償還能力及び資金繰り状況は現時点で留意すべき状況にはない。令和1年度から令
和2年度にかけて庁舎耐震化事業等の大型事業実施に伴う地方債の発行により実質債務月収倍率は当方の診断基準
（18月）に近い水準であったものの、その後は償還額の範囲内に起債額を抑制したことで実質債務は減少し、債務系統
の指標は改善している。さらに、安定的な行政経常収支の確保により、積立系統及び収支系統の指標も改善傾向にあ
る。
　一方、今後は広域中間処理施設整備事業や国保病院改築事業といった複数年にわたる大型事業が予定されており、
地方債発行額の増加や基金取崩による積立金等残高の減少が予想される。また、少子高齢化に伴う医療・福祉分野の
経費増加や、物価高騰による維持管理費の上昇が見込まれるため、行政経常収支も減少する見通しとなっている。
　以上を踏まえ、今後も起債と償還のバランスに留意するとともに、基金残高の確保、事業実施の優先順位付け、経常経
費の効率化を通じて、計画的かつ持続可能な財政運営を期待したい。

②斜里町国保健康保険病院について
　斜里町国保健康保険病院は24時間の救急医療及び透析医療を行う医療機関として北網圏域内及び当地で必要とされ
る医療を確保してきた。
　一方、人口減少に伴う患者数の減少により病床利用率が低下し、入院収益が大きく落ち込んでいるほか、地域医療構
想に基づき従前急性期から転床を行った地域包括ケア病床について、常勤医師不足により再度急性期病床へ転床が行
われるなど、地域医療機能を維持するための人材確保も課題となっている。
　また、不採算医療の提供のために必要な部分も含まれるものの、一般会計から病院会計に対する繰出金残高は、行政
経常収入に占める割合を踏まえると財政を圧迫している水準と言える。
　こうした状況のもと、国のガイドラインに基づき「斜里町国民健康保険病院経営強化プラン（令和6～9年度）」を策定し、
診療報酬の適正化や患者確保等による収益の確保や費用の適正化、及び常勤医師確保への取組などの経営基盤強化
を図っている。
　人口減少と高齢化の進行により医療需要は今後も縮小が見込まれ、経営環境は一段と厳しくなると予想されるが、一
般会計の財政負担に配慮しつつ、これらの改善策を着実に実行することで、経営の安定化と地域医療機能の維持が図ら
れることを期待したい。

③漁業について
　漁業は貴町における基幹産業の一つであり、サケ定置網漁業を中心に発展し、平成15年度から令和2年度まで18年連
続、さらに令和4・5年度も全国一位のサケ漁獲量を誇るなど、日本有数の漁業拠点となっている。
　一方、近年はサケ・マス資源の減少傾向や燃油価格の高騰、漁業経営の収益性低下など、地域水産業を取り巻く課題
は深刻化しており、資源管理と経営安定化の両立が急務である。
　こうしたなか、貴町では浜の活力再生プラン（令和6～10年度）に基づき、資源保全、経営改善、ブランド化、担い手育成
を柱とする包括的施策に取り組んでいる。令和6年度では、サケ・マスふ化増殖事業の安定化を図り、放流尾数の確保や
自然産卵環境の再生に取り組むとともに、浅海資源の増殖や環境保全を強化している。また、漁獲物の衛生管理体制の
向上、ブランド化、6次産業化による販路拡大を通じて魚価の向上を目指し、観光・商工関係者との連携による地域ブラン
ドの確立を進めている。
　こうした基幹産業への取組は、就業者の所得向上および貴町税収の増加に繋がることから、引き続き各種取組による
貴町経済の活性化に期待したい。

【その他の留意点】

斜里町
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●計数補正

債務償還能力及び資金繰り状況を評価するにあたっては、ヒアリングを踏まえ、以下の計数補正を行っている。

№ 補正科目

1 積立金等残高（財政調整基金）

2 補助費等（その他）/行政特別支出

3 国（道）支出金/行政特別収入

年度 計数補正前 計数補正後

R1 10.6年 10.5年
R2 7.6年 7.5年
R3 5.5年 5.4年
R4 5.5年 5.3年
R5 4,6年 4,4年
R1 17.8月 17.7月
R2 14.6月 16.7月
R3 13.2月 12.9月
R4 12.3月 11.9月
R5 11.1月 10.7月
R1 3.5月 3.6月
R2 3.1月 3.7月
R3 4.0月 4.2月
R4 4.5月 4.9月
R5 5.2月 5.6月
R1 13.9% 13.9%
R2 15.9% 18.4%
R3 19.9% 19.9%
R4 18.5% 18.5%
R5 20.0% 20.0%

積立金等月収倍率

行政経常収支率

財務指標

○財務指標への影響

理由
北海道市町村備荒資金組合納付金の年度末残高（超過額）は、取崩に制限がな
く、換価性に問題がないため、増額補正を行った。

特別定額給付金給付事業費補助金は、臨時的かつ多額であるため。
国（道）支出金は減額補正、行政特別収入は増額補正を行った。

債務償還可能年数

実質債務月収倍率

特別定額給付金給付事業費は、臨時的かつ多額であるため。
補助費等（その他）は減額補正、行政特別支出は増額補正を行った。
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